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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。 

２．提出会社は、平成16年５月20日付で、株式１株につき２株の株式分割を行っております。 

なお、第18期中及び第18期の１株当たり中間(当期）純利益金額は、期首に分割が行われたものとして算出

しております。 

３．第18期中以降の潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、希薄化効果を有している潜

在株式が存在しないため記載しておりません。 

回次 第17期中 第18期中 第19期中 第17期 第18期 

会計期間 

自平成15年 
４月１日 
至平成15年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成15年 
４月１日 
至平成16年 
３月31日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

売上高 (百万円) 50,804 57,334 49,137 121,637 134,739 

経常利益 (百万円) 3,323 4,335 4,557 10,608 10,648 

中間（当期）純利益 (百万円) 1,869 2,339 2,674 6,093 6,214 

純資産額 (百万円) 47,910 54,194 60,078 52,125 57,999 

総資産額 (百万円) 68,925 73,316 80,294 74,108 80,822 

１株当たり純資産額 (円) 173,689.63 98,233.29 108,899.75 188,779.31 105,049.57 

１株当たり中間(当期)純

利益金額 
(円) 6,794.44 4,241.08 4,848.56 21,929.32 11,183.12 

潜在株式調整後１株当た

り中間(当期)純利益金額 
(円) 6,782.09 － － 21,909.28 － 

自己資本比率 (％) 69.5 73.9 74.8 70.3 71.8 

営業活動によるキャッシ

ュ・フロー 
(百万円) △4,939 10,081 6,876 △2,814 18,714 

投資活動によるキャッシ

ュ・フロー 
(百万円) △1,963 △1,278 △1,373 △2,956 △1,708 

財務活動によるキャッシ

ュ・フロー 
(百万円) 259 △271 △548 257 △238 

現金及び現金同等物の中

間期末（期末）残高 
(百万円) 2,531 12,192 25,383 3,661 20,429 

 従業員数 (人) 940 1,080 1,230 986 1,111 



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。 

２．平成16年５月20日付で、株式１株につき２株の株式分割を行っております。 

なお、第18期中及び第18期の１株当たり中間(当期）純利益金額は、期首に分割が行われたものとして算出

しております。 

３．第18期中以降の潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、希薄化効果を有している潜

在株式が存在しないため記載しておりません。 

回次 第17期中 第18期中 第19期中 第17期 第18期 

会計期間 

自平成15年 
４月１日 
至平成15年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成15年 
４月１日 
至平成16年 
３月31日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

売上高 (百万円) 49,521 56,208 48,193 119,287 132,235 

経常利益 (百万円) 3,268 3,872 3,876 10,234 9,681 

中間（当期）純利益 (百万円) 1,930 2,210 2,234 6,089 5,677 

資本金 (百万円) 12,278 12,279 12,279 12,278 12,279 

発行済株式総数 (株) 275,948 551,900 551,900 275,948 551,900 

純資産額 (百万円) 48,009 54,102 59,356 52,158 57,499 

総資産額 (百万円) 67,205 71,408 77,374 72,718 77,790 

１株当たり純資産額 (円) 174,048.26 98,066.45 107,591.34 188,915.59 104,154.49 

１株当たり中間(当期)純

利益金額 
(円) 7,018.46 4,006.10 4,050.81 21,930.41 10,219.90 

潜在株式調整後１株当た

り中間(当期)純利益金額 
(円) 7,005.70 － － 21,910.36 － 

１株当たり中間(年間)配

当額 
(円) － － 750 1,000 1,000 

自己資本比率 (％) 71.4 75.8 76.7 71.7 73.9 

従業員数 (人) 757 861 1,048 791 900 



２【事業の内容】 

  当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。 

３【関係会社の状況】 

  従来連結子会社でありましたメディア通信システム㈱は、平成17年４月１日付で当社が吸収合併（簡易合併）した

こと、また、プロストレージ㈱は平成17年５月24日付で清算結了したことから、それぞれ連結子会社でなくなりまし

た。 

４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注）１．従業員数は当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外から当社グループへの出向

者を含む就業人員であります。 

２．当社グループの事業は、ネットワークコンピューティングシステムの構築とその運用、管理サービスを中心

とした単一セグメントとなっております。 

３．従業員数が前連結会計年度末に比し、119名増加しておりますが、業容拡大に伴う新卒採用及び中途採用に

よるものであります。 

(2）提出会社の状況 

 （注）１．従業員数は当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む就業人員であります。 

２．従業員数が前事業年度末に比し、148名増加しておりますが、業容拡大に伴う新卒採用、中途採用及び平成

17年４月１日付でメディア通信システム㈱と合併したことによるものであります。 

(3）労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  平成17年９月30日現在

事業の種類別セグメントの名称 従   業   員   数 （人） 

ネットワーク関連事業 1,230 

合計 1,230 

  平成17年９月30日現在

従業員数（人） 1,048 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当中間連結会計期間におきましては、通信事業者のＩＰ設備投資が次世代ネットワーク網の展開に向け全般的

に弱含みで推移したうえに、公共関連向けにつきましても予算緊縮財政の影響を受けております。一方、昨年度

下期より急速に冷え込んだ一般民間大手企業は、電気機器・輸送用機器などを中心に徐々に回復傾向にあります

が、それが通信事業者及び公共関連向けの投資の落込み部分をカバーするまでにはいたりませんでした。 

 この様な状況下で当中間連結会計期間における業績は受注高が514億７百万円（前年同期比25.4％減）、売上高

が491億37百万円（前年同期比14.3％減）、当中間連結会計期間末の受注残高は312億85百万円（前年同期比

36.1％減）となりました。売上高の内訳は、ネットワーク機器商品群及びネットワークコンピューティング商品

群（ＮＩ及びＮＣ）合計で337億38百万円（前年同期比21.5％減）、メディア商品群（ＭＩ）が31億53百万円（前

年同期比16.1％減）、サービス商品群（ＳＩ）が122億45百万円（前年同期比15.6％増）となりました。利益面を

重視した受注活動を展開した結果、売上総利益率は上昇（当中間連結会計期間25.7％、前中間連結会計期間

20.4％、5.3％増）し、営業利益は44億76百万円（前年同期比2.8％増）、経常利益は45億57百万円（前年同期比

5.1％増）となりました。特別損益では減損損失として１億32百万円等を計上した結果、中間純利益は26億74百万

円（前年同期比14.3％増）となりました。 

(2）キャッシュ・フロー 

 当中間連結会計期間においては、税金等調整前中間純利益が44億10百万円となり、売上債権の回収が進む一方

で、仕入債務の支払いが増加したことや法人税等の支払額が減少したこと等により営業活動によるキャッシュ・

フローは68億76百万円の収入となりました。 

 一方、営業用固定資産等の取得や社内システムの構築等で13億19百万円の支出があったことや、株式分割後の

実質増配により配当金の支払額が５億48百万円となったこと等から、差引で現金及び現金同等物は49億54百万円

増加し（前年同期比35億77百万円減）、その結果、現金及び現金同等物の中間期末残高は253億83百万円となりま

した（前期末比24.2％増）。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動による収入は68億76百万円となり前中間連結会計期間に比べ32億５百万円の収入減となりました。こ

れは主に売上債権の回収による収入が36億97百万円減少したこと、仕入債務の支払いが13億90百万円増加したこ

と、また、法人税等の支払額が12億46百万円減少したこと等によるものです。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動による支出は13億73百万円となり前中間連結会計期間に比べ95百万円の支出増となりました。これは

主に当中間連結会計期間においては、投資有価証券の取得による支出が74百万円あったこと等によるものです。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動による支出は５億48百万円となり前中間連結会計期間に比べ２億76百万円の支出増となりました。こ

れは主に株式分割後の実質増配により配当金の支払額が前中間連結会計期間に比べ275百万円増加したこと等によ

るものです。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

商品仕入実績 

 当中間連結会計期間の商品仕入実績を商品群ごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．サービス商品群には外注費が含まれております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2）受注状況 

 当中間連結会計期間の受注状況を商品群ごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注） 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(3）販売実績 

 当中間連結会計期間の販売実績を商品群ごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．前中間連結会計期間及び当中間連結会計期間における主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実

績に対する割合は次のとおりであります。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

区      分 金額（百万円） 前年同期比（％） 

ネットワーク機器商品群 29,528 75.4 

ネットワークコンピューティング商品群 940 83.0 

メディア商品群 2,832 94.5 

サービス商品群 3,593 120.1 

合計 36,895 79.7 

区      分 受注高（百万円） 前年同期比（％） 受注残高(百万円) 前年同期比（％） 

ネットワーク機器商品群 34,963 79.1 13,602 65.2 

ネットワークコンピューティン

グ商品群 
956 81.7 496 45.0 

メディア商品群 4,142 28.7 3,014 23.2 

サービス商品群 11,343 124.1 14,171 101.3 

合計 51,407 74.6 31,285 63.9 

区      分 金額（百万円） 前年同期比（％） 

ネットワーク機器商品群 32,853 78.1 

ネットワークコンピューティング商品群 884 95.3 

メディア商品群 3,153 83.9 

サービス商品群 12,245 115.6 

合計 49,137 85.7 

相    手    先 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

金額(百万円) 割合（％） 金額(百万円) 割合（％） 

沖電気工業株式会社 9,013 15.7 6,487 13.2 

東日本電信電話株式会社 8,147 14.2 6,057 12.3 



３【対処すべき課題】 

 情報通信分野においてＩＰ化、ブロードバンド化が進展し、ネットワーク市場においては、従来のＬＡＮ－ＷＡＮ

の境がなくなりつつあります。また、情報通信システムは分散型から集中型へと運用形態が変化しています。さら

に、ビジネスのスピードアップが進むとともにネットワークの拡大、複雑化が一層激しくなり、多様化した専門技術

が必要とされつつあります。当社グループはこの様な市場環境の変化に対し、常に適宜適切に対応するよう努めてま

いります。 

 事業の方向性としては、ネットワークサーバー・ネットワークストレージ・セキュリティ・ＩＰ-コミュニケーシ

ョン及びサービスをキーワードとして捉え、市場獲得と創造のためのソリューション開発と新規商品・ベンダーの開

拓強化に鋭意努力いたします。 

 従来のネットワーク技術をベースとし、さらに付加価値を創造するストレージやサーバー等の新規事業分野を強化

し、「ネットワーク・ソリューション・プロバイダー」として事業拡大を図ります。 

 当社グループの事業拡大には、「ネットワークに関する最先端技術の動向を見極め、高品質な技術サービスを付加

し、ネットワークソリューションとしてユーザーに提供すること」が不可欠となります。そのためには、人材育成・

新規技術開拓への積極的な投資を行い、お客様のニーズにより細かく対応できる体制を構築し、企業価値の増大によ

る継続的な成長を図っていきます。 

４【経営上の重要な契約等】 

該当事項はありません。 

５【研究開発活動】 

 当社グループは、 ネットワーク・ソリューション・プロバイダーとして、マルチベンダーベースのコンピュータ

ネットワーク機器とソフトウェアの適切な組合せにより、ネットワークソリューションを提供しています。 

 現状では、各種機器や各種ソフトウェアの組合せが通信における利便性を左右し、ネットワークシステムに大きな

影響を与えています。今後の動向を見ても、技術革新の進歩は鈍ることがなく、最新技術の取り込みと将来の拡張性

に対する予測、各種機器や各種ソフトウェアの機能把握と、それらを最大限に利用する方法の把握が、コンピュータ

ネットワーク導入の大きな要素となっています。 

 ところが、これらのコンピュータネットワーク機器を使用してマルチベンダー環境で相互に通信を行うために必須

となる様々な『標準規格』は、全てが厳密に規定されている訳ではなく採用するメーカーの裁量に委ねられている部

分が存在します。 

 このような状況下で当社グループは、メーカー毎に自由度のあるこれらコンピュータネットワーク導入の要素をよ

り詳細に把握するために、各種機器や各種ソフトウェアに関する、利便性、規格、他機器及びソフトウェアとの相互

接続性、詳細動作について、調査、研究、検証、評価を行っています。 

 また同時に、複数の大学、ネットワーク団体、米国企業等との共同研究も行い、規格標準の動向、最新技術の動

向、規格外技術の動向を常に把握し、インテグレーションノウハウを蓄積してあらゆるネットワーク構築に対応可能

としています。 

 これらにより、ネットワークシステム構築における様々な要素を運用時まで考慮した上で把握し、利便性、信頼性

のより高いネットワークシステム、ネットワークソリューションを提供しています。 

 当中間連結会計期間における研究開発活動の実績は、光伝送技術、無線技術、ＩＰｖ６技術、ＩＰｖ４／ＩＰｖ６

混在運用管理技術、デバイスネットワーク技術、モバイルネットワーク技術、超高速ＩＰルーティング技術、上位層

スイッチング技術、負荷分散技術、帯域保証・管理技術、ネットワーク運用管理技術、セキュリティ管理技術、ネッ

トワークセキュリティ技術、アプリケーションセキュリティ技術、ブロードバンド技術、インターネット放送技術等

の先端技術をベ一スに、ネットワークの今後の主流技術等の検証、評価を行ったことです。さらに、インターネット

によるマルチメディア情報の通信技術分野においては、音声や画像とデータの統合を踏まえて、マルチキャスト通

信、ＩＰ電話、ＴＶ会議等のマルチメディア技術、大容量の情報格納とその情報の随時検索を可能とするネットワー

クストレージ関連技術に関する各種研究・実験を行い、実績を上げています。 

 なお、当中間連結会計期間の研究開発費の総額は８億78百万円となっており、一般管理費に含めて処理していま

す。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

 当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変更は 

ありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

 （注） 株式の消却が行われた場合には、これに相当する株式数を減ずる旨定款に定めております。 

②【発行済株式】 

（注） 「提出日現在発行数」欄には、平成17年12月１日からこの半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発

行された株式数は含まれておりません。 

(2）【新株予約権等の状況】 

商法第280条ノ20及び第280条ノ21第１項の規定に基づく新株予約権（ストックオプション）に関する事項は、次

のとおりであります。 

平成14年６月27日定時株主総会決議 

（注）１．中間会計期間末日までの退職者への割当分2,102株、中間会計期間末日後提出日の前月末日までの退職者への

割当分2,196株をそれぞれ除いております。 

２．対象者は、新株予約権行使時においても、当社又は当社の子会社の取締役、監査役又は使用人（顧問、相談役

を含む。）であることを要する。 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 800,000 

計 800,000 

種類 
中間会計期間末 
現在発行数（株） 

（平成17年９月30日） 

提出日現在 
発行数（株） 

（平成17年12月16日） 

上場証券取引所名
又は登録証券業協
会名 

内容 

普通株式 551,900 551,900 
東京証券取引所 

（市場第一部） 

権利内容に何ら限定のない当

社における標準となる株式 

計 551,900 551,900 － － 

  
中間会計期間末現在 
（平成17年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成17年11月30日） 

新株予約権の数（個）  7,309 同左 

新株予約権の目的となる株式の種類   普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） (注)１ 12,516 12,422 

新株予約権の行使時の払込金額（円）   428,925 同左 

新株予約権の行使期間   
自 平成16年８月１日 

至 平成19年７月31日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する

場合の株式の発行価格及び資本組入額

（円） 

  
発行価格 

資本組入額

428,925 

214,463 
同左 

新株予約権の行使の条件   (注)２～７ 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項   取締役会の承認を要する。 同左 



３．新株予約権の発行の目的上、対象者に新株予約権を行使させることが相当でないとされる以下の事由が生じた

場合、対象者は新株予約権を行使することができないものとする。 

(1）対象者が裁判において禁固以上の刑に処せられたとき。 

(2）対象者が株主代表訴訟の被告になった裁判において、対象者に対して損害の賠償を命ずる確定判決が下さ

れたとき又は対象者がその裁判に関して、敗訴に比するものと取締役会が判断する内容の和解を行ったと

き。 

(3）対象者が法令、定款又は内部規律に違反したことを理由に当社内での制裁処分を受けたとき。 

(4）対象者が、当社の事前の承諾なく、当社と競業関係にある会社の取締役、監査役、使用人、嘱託、顧問又

はコンサルタントとなったとき。 

(5）対象者に新株予約権を行使させることが相当でない特段の事由が発生したとして、取締役会が当該対象者

による新株予約権の行使を認めない旨の決議を行ったとき。 

４．下記の各期間中において、既に行使した新株予約権の個数の累計が、下記のそれぞれの期間について規定され

た新株予約権の個数を超えないように、新株予約権を行使するものとする。但し、(1)及び(2)の各期間におい

ては、一個の新株予約権に満たない端数については、次の期間以降に繰り越すものとする。 

(1）平成16年８月１日から平成17年７月31日まで 

割当を受けた新株予約権の３分の１ 

(2）平成17年８月１日から平成18年７月31日まで 

割当を受けた新株予約権の３分の２ 

(3）平成18年８月１日から平成19年７月31日まで 

割当を受けた新株予約権の３分の３ 

５．新株予約権の質入、担保提供その他の処分及び相続は認めない。 

６．新株予約権の一部行使は認めない。 

７．新株予約権の行使に関するその他の細目は、当社と新株予約権の割当を受けるものとの間で締結される新株予

約権の割当に関する契約によるものとする。 

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

年月日 
発行済株式総
数増減数(株) 

発行済株式総
数残高(株) 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増
減額(百万円) 

資本準備金残
高（百万円） 

平成17年４月１日～  

 平成17年９月30日 
－ 551,900 － 12,279 － 19,453 



(4）【大株主の状況】 

 （注）１．上記の所有株式のうち、信託業務に係る株式数は、以下のとおりであります。 

  平成17年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（株） 

発行済株式
総数に対す
る所有株式
数の割合
(％) 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社 

（信託口） 
東京都港区浜松町２丁目11番３号 50,127 9.08 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社 

（信託口） 
東京都中央区晴海１丁目８番11号 30,137 5.46 

三菱商事株式会社 東京都千代田区丸の内２丁目６番３号 27,636 5.01 

株式会社東京三菱銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７番１号 16,560 3.00 

日本証券金融株式会社 
東京都中央区日本橋茅場町１丁目２番

10号 
15,517 2.81 

ザ チェース マンハッタン バンク エヌエイ  

ロンドン  

（常任代理人 株式会社みずほコーポレート銀 

行 兜町証券決済業務室） 

WOOLGATE HOUSE.COLEMAN STREET 

LONDON EC2P 2HD.ENGLAND 

（東京都中央区日本橋兜町６番７号） 

    

11,766 2.13 

資産管理サービス信託銀行株式会社 

（信託Ａ口） 
東京都中央区晴海１丁目８番12号 8,573 1.55 

野村信託銀行株式会社（投信口） 東京都千代田区大手町２丁目２番２号 7,993 1.45 

明治安田生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内２丁目１番１号 7,200 1.30 

資産管理サービス信託銀行株式会社 

（年金信託口） 
東京都中央区晴海１丁目８番12号 6,708 1.22 

計 － 182,217 33.02 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 50,127株

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 30,137株

資産管理サービス信託銀行株式会社（信託Ａ口） 8,573株

野村信託銀行株式会社（投信口） 7,993株

資産管理サービス信託銀行株式会社（年金信託口） 6,708株



２．ゴールドマン・サックス証券会社東京支店から平成17年10月14日付の大量保有報告書の写しの送付があり、

平成17年９月30日現在で以下のとおり株式を保有している旨の報告を受けておりますが、当社として当中間

会計期間末時点における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりませ

ん。 

３．モルガン・スタンレー・ジャパン・リミテッドから平成17年10月12日付の大量保有報告書（変更報告書）の

写しの送付があり、平成17年９月30日現在で以下のとおり株式を保有している旨の報告を受けております

が、当社として当中間会計期間末時点における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況

には含めておりません。 

氏名又は名称 住所 
保有株券等
の数（株） 

株券等保有割合
（％） 

Goldman Sachs (Japan) Ltd. 

英国領バージン・アイランド、トルト
ラ、ロード・タウン、ロマスコ・プレ
イス、ウィックハムズ・ケイ１、私書
箱3140 

2,722 0.49 

Goldman Sachs International 
Peterborough Court,133 Fleet 
Street,London EC4A 2BB UK 

7,592 1.38 

Goldman Sachs Asset Management,L.P. 
32 Old Slip,New York,New York,
10005 U.S.A. 

771 0.14 

Goldman Sachs & Co. 
85 Broad Street,New York,New York
10004,U.S.A. 

4,447 0.81 

ゴールドマン・サックス・アセット・マネジ
メント株式会社 

東京都港区六本木６-10-１ 六本木ヒ
ルズ森タワー 

13,680 2.48 

計 － 29,212 5.29 

氏名又は名称 住所 
保有株券等
の数（株） 

株券等保有割合
（％） 

モルガン・スタンレー・ジャパン・リミテッ
ド 

ケイマン諸島、グランドケイマン、ジ
ョージタウン、サウスチャーチ・スト
リート、ユグランドハウス私書箱309号

5,242 0.95 

モルガン・スタンレー・アンド・カンパニ
ー・インコーポレーテッド 

1585 Broadway,New York,NY 10036 6,175 1.12 

モルガン・スタンレー・アンド・カンパニ
ー・インターナショナル・リミテッド 

25 Cabot Square Canary Wharf 
London E14 4QA U.K. 

9,482 1.72 

エムエスディーダブリュ・エクイティー・フ
ァイナンス・サービセズ I （ケイマン）・リ
ミテッド 

c/o M&C Corporate Services Limited
P.O. Box 309GT Ugland House, 
South Church Street George Town, 
Grand Cayman 

1,771 0.32 

エムエスディーダブリュ・エクイティー・フ
ァイナンシング・サービセズ（ルクス）エ
ス・アー・エール・エル 

8-10 rue Mathias Hardt,L-1717 
Luxembourg 

2,440 0.44 

モルガン・スタンレー・インベストメント・ 
マネジメント・リミテッド 

25 Cabot Square Canary Wharf  
London E14 4QA U.K. 

1,291 0.23 

モルガン・スタンレー・アセット・マネジメ
ント投信株式会社 

東京都渋谷区恵比寿四丁目20番３号
恵比寿ガーデンプレイスタワー 

2,544 0.46 

モルガン・スタンレー・インベストメント・ 
マネジメント・インク 

1221 Avenue of the Americas, 
New York,NY 10020,USA 

460 0.08 

モルガン・スタンレー・インベストメント・ 
アドバイザーズ・インク 

1221 Avenue of the Americas,
New York,NY 10020,USA 

40 0.01 

計 － 29,445 5.34 



４．フィデリティ投信株式会社から平成17年10月14日付の大量保有報告書（変更報告書）の写しの送付があり、

平成17年９月30日現在で以下のとおり株式を保有している旨の報告を受けておりますが、当社として当中間

会計期間末時点における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりませ

ん。 

氏名又は名称 住所 
保有株券等
の数（株） 

株券等保有割合
（％） 

フィデリティ投信株式会社 
東京都港区虎ノ門四丁目３番１号
城山ＪＴトラストタワー 

15,143 2.74 

計 － 15,143 2.74 



(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が38株含まれております。また、「議決

権の数」の欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数38個が含まれております。 

②【自己株式等】 

（注）株主名簿上、自己名義となっている株式211株は、実質的に保有している株式であります。 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注）最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。 

 役職の異動 

  平成17年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式   211 － 

権利内容に何ら限定の

ない当社における標準

となる株式 

完全議決権株式（その他） 普通株式  551,688 551,688 同上 

端株 普通株式        1 － 同上 

発行済株式総数           551,900 － － 

総株主の議決権 － 551,688 － 

  平成17年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

ネットワンシステムズ株

式会社 

東京都品川区東品川
二丁目２番８号スフ
ィアタワー天王洲 

211 － 211 0.04 

計 － 211 － 211 0.04 

月別 平成17年４月 ５ 月 ６ 月 ７ 月 ８ 月 ９ 月 

最高（円） 291,000 303,000 316,000 298,000 289,000 272,000 

最低（円） 262,000 266,000 284,000 273,000 251,000 216,000 

新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日 

 取締役 
ソリューション開

発本部長  
 取締役 

 関西支社長兼 

 中部支店長 
大石 雅彦  平成17年10月１日



第５【経理の状況】 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令第

24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、前中間連結会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）については、「財務諸表等の用語、

様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第３項のた

だし書きにより、改正前の中間連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、前中間会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）については、「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第３項のただし

書きにより、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日ま

で）及び当中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の中間連結財務諸表並びに前中間会計期

間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）及び当中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日ま

で）の中間財務諸表について、監査法人トーマツにより中間監査を受けております。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

  
前中間連結会計期間末 

（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末 

（平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び預金   12,192   16,883   13,429  

２．受取手形及び売掛
金   32,879   30,320   37,073  

３．有価証券   －   8,499   6,999  

４．たな卸資産   16,384   12,247   11,303  

５．繰延税金資産   392   527   472  

６．その他   952   1,426   1,023  

貸倒引当金   △88   △101   △100  

流動資産合計   62,713 85.5  69,803 86.9  70,202 86.9 

Ⅱ 固定資産           

１．有形固定資産 ※１          

(1）工具器具備品  4,487   4,567   4,822   

(2）その他  455 4,942  393 4,960  432 5,254  

２．無形固定資産           

(1）連結調整勘定  －   18   21   

(2）その他  1,720 1,720  1,798 1,817  1,797 1,818  

３．投資その他の資産           

(1）投資有価証券  844   375   334   

(2）繰延税金資産  2,057   2,198   2,147   

(3）その他  1,273   1,371   1,299   

貸倒引当金  △233 3,941  △233 3,712  △234 3,546  

固定資産合計   10,603 14.5  10,490 13.1  10,619 13.1 

資産合計   73,316 100.0  80,294 100.0  80,822 100.0 

           
 



  
前中間連結会計期間末 

（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末 

（平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１．買掛金   12,296   11,910   14,795  

２．短期借入金   350   350   350  

３．未払金   832   852   1,032  

４．未払法人税等   1,622   1,890   1,995  

５．賞与引当金   428   505   494  

６．その他   2,925   3,766   3,431  

流動負債合計   18,454 25.2  19,276 24.0  22,099 27.3 

Ⅱ 固定負債           

１．長期未払金   170   202   202  

２．退職給付引当金   103   －   －  

３．役員退職慰労引当
金   25   －   －  

４．連結調整勘定   2   －   －  

５．その他   5   12   8  

固定負債合計   307 0.4  214 0.3  210 0.3 

負債合計   18,762 25.6  19,490 24.3  22,309 27.6 

           

（少数株主持分）           

少数株主持分   360 0.5  724 0.9  513 0.6 

           

（資本の部）           

Ⅰ 資本金   12,279 16.7  12,279 15.3  12,279 15.2 

Ⅱ 資本剰余金   19,453 26.5  19,453 24.2  19,453 24.1 

Ⅲ 利益剰余金   22,494 30.7  28,445 35.4  26,368 32.6 

Ⅳ その他有価証券評価
差額金   61 0.1  △5 △0.0  △8 △0.0 

Ⅴ 自己株式   △94 △0.1  △94 △0.1  △94 △0.1 

資本合計   54,194 73.9  60,078 74.8  57,999 71.8 

負債、少数株主持分
及び資本合計   73,316 100.0  80,294 100.0  80,822 100.0 

           



②【中間連結損益計算書】 

  

前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高   57,334 100.0  49,137 100.0  134,739 100.0 

Ⅱ 売上原価   45,613 79.6  36,513 74.3  109,355 81.2 

売上総利益   11,721 20.4  12,623 25.7  25,384 18.8 

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

※１  7,367 12.8  8,147 16.6  14,697 10.9 

営業利益   4,353 7.6  4,476 9.1  10,687 7.9 

Ⅳ 営業外収益           

１．受取利息  1   2   3   

２．受取配当金  －   1   0   

３．連結調整勘定償却
額  0   －   0   

４．持分法による投資
利益  7   17   －   

５．為替差益  －   20   －   

６．団体保険配当金  1   19   3   

７．その他  7 19 0.0 38 99 0.2 13 21 0.0 

Ⅴ 営業外費用           

１．支払利息  2   2   4   

２．持分法による投資
損失  －   －   9   

３．新株発行費  13   －   17   

４．為替差損  6   －   11   

５．コミットメントフ
ィー  5   4   9   

６．出資金運用損  5   1   4   

７．その他  2 36 0.0 9 17 0.0 3 61 0.0 

経常利益   4,335 7.6  4,557 9.3  10,648 7.9 

 



  

前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅵ 特別利益           

１．貸倒引当金戻入益  50   0   38   

２．投資有価証券売却
益  －   0   1,047   

３．適格退職年金制度
終了益  137   －   137   

４．その他  2 190 0.3 － 0 0.0 2 1,225 0.9 

Ⅶ 特別損失           

１．固定資産除却損 ※２ 5   2   27   

２．減損損失  ※３ －   132   －   

３．投資有価証券売却
損  －   －   106   

４．関係会社株式売却
損  －   14   －   

５．投資有価証券評価
損  233   －   168   

６．たな卸資産廃棄損  －   －   421   

７．役員退職慰労金制
度廃止に伴う功労
加算金 

 69   －   77   

８．退職一時金制度清
算金  54   －   118   

９．その他  28 391 0.7 － 148 0.3 113 1,034 0.8 

税金等調整前中間
（当期）純利益   4,135 7.2  4,410 9.0  10,839 8.0 

法人税、住民税及
び事業税  1,486   1,752   4,349   

法人税等調整額  208 1,695 2.9 △108 1,643 3.4 86 4,435 3.3 

少数株主利益   100 0.2  91 0.2  190 0.1 

中間（当期）純利
益   2,339 4.1  2,674 5.4  6,214 4.6 

           



③【中間連結剰余金計算書】 

  

前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 

連結剰余金計算書 

（自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 

番号 
金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

（資本剰余金の部）        

Ⅰ 資本剰余金期首残高   19,452  19,453  19,452 

Ⅱ 資本剰余金増加高        

１．新株予約権の行使によ

る増加 
 0 0 － － 0 0 

Ⅲ 資本剰余金中間期末（期

末）残高 
  19,453  19,453  19,453 

        

（利益剰余金の部）        

Ⅰ 利益剰余金期首残高   20,482  26,368  20,482 

Ⅱ 利益剰余金増加高        

１．中間（当期）純利益  2,339 2,339 2,674 2,674 6,214 6,214 

Ⅲ 利益剰余金減少高        

１．配当金  275  551  275  

２．役員賞与  51 327 46 598 51 327 

Ⅳ 利益剰余金中間期末（期

末）残高 
  22,494  28,445  26,368 

        



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度の要約連結

キャッシュ・フロー計算書 

(自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日) 

区分 
注記 

番号 
金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー     

税金等調整前中間(当期)純利益  4,135 4,410 10,839 

減価償却費  1,172 1,234 2,569 

減損損失  － 132 － 

連結調整勘定償却額  △0 2 △0 

退職給付引当金の減少額  △409 － △513 

役員退職慰労引当金の減少額  △175 － △201 

賞与引当金の増加額 

（△：減少額） 
 △110 10 △44 

貸倒引当金の減少額  △62 △0 △50 

受取利息及び受取配当金  △1 △3 △4 

持分法による投資損失 

（△：利益） 
 △7 △17 9 

支払利息  2 2 4 

投資有価証券売却益  － △0 △1,047 

投資有価証券売却損  － － 106 

関係会社株式売却損  － 14 － 

投資有価証券評価損  233 － 168 

売上債権の減少額  11,201 7,503 6,984 

たな卸資産の減少額    

（△：増加額） 
 △568 △943 4,521 

未収消費税等の減少額 

（△：増加額) 
 △5 － 2 

その他流動資産の増加額  △319 △287 △313 

仕入債務の増加額 

（△：減少額） 
 △1,505 △2,896 1,013 

未払消費税等の増加額 

（△：減少額） 
 △302 △370 75 

その他流動負債の増加額  

（△：減少額） 
 △118 △41 44 

役員賞与の支払額  △53 △48 △53 

その他  △6 △113 202 

小計  13,095 8,586 24,314 

利息及び配当金の受取額  1 3 4 

利息の支払額  △2 △2 △4 

法人税等の支払額  △3,005 △1,759 △5,599 

その他  △7 48 0 

営業活動によるキャッシュ・フロー  10,081 6,876 18,714 

 



  

前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度の要約連結

キャッシュ・フロー計算書 

(自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日) 

区分 
注記 

番号 
金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー     

短期貸付金の貸付による支出  △0 － △0 

短期貸付金の回収による収入  － 0 － 

有形固定資産の取得による支出  △1,109 △1,128 △2,709 

無形固定資産の取得による支出  △184 △190 △302 

投資有価証券の取得による支出  － △74 － 

投資有価証券の売却による収入  － 39 1,197 

関係会社株式の売却による収入  － 110 － 

長期貸付金の貸付による支出  △5 △3 △8 

長期貸付金の回収による収入  2 0 6 

出資金の払込による支出  △15 △2 △27 

出資金の回収による収入  4 0 8 

その他  29 △124 127 

投資活動によるキャッシュ・フロー  △1,278 △1,373 △1,708 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー     

株式の発行による収入  1 － 1 

少数株主に対する株式の発行によ

る収入 
 － － 35 

配当金の支払額  △273 △548 △275 

財務活動によるキャッシュ・フロー  △271 △548 △238 

Ⅳ 現金及び現金同等物の増加額  8,531 4,954 16,768 

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高  3,661 20,429 3,661 

Ⅵ 現金及び現金同等物の中間期末 

  （期末）残高 
※ 12,192 25,383 20,429 

     



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 (1）連結子会社の数   ４社 

主要な連結子会社の名称 

(1）連結子会社の数   ２社 

主要な連結子会社の名称 

(1）連結子会社の数   ４社 

主要な連結子会社の名称 

 メディア通信システム㈱ 

ネットワークサービスアン
ドテクノロジーズ㈱ 

プロストレージ㈱ 

㈱イージャパン 

ネットワークサービスアン
ドテクノロジーズ㈱ 

㈱イージャパン 

     なお、従来連結子会社であ 

     りましたメディア通信シス 

    テム㈱は、平成17年４月１ 

    日付で当社が吸収合併(簡 

    易合併)したこと、また、 

    プロストレージ㈱は平成17 

     年５月24日付で清算結了し 

    たことから、それぞれ連結 

     の範囲から除外しておりま 

    す。 

メディア通信システム㈱ 

ネットワークサービスアン
ドテクノロジーズ㈱ 

プロストレージ㈱ 

㈱イージャパン 

 (2）主要な非連結子会社の名称等 (2）主要な非連結子会社の名称等 (2）主要な非連結子会社の名称等 

 主要な非連結子会社 主要な非連結子会社 主要な非連結子会社 

 Tennoz Initiative Inc.     同   左     同   左 

 （連結の範囲から除いた理

由） 

（連結の範囲から除いた理

由） 

（連結の範囲から除いた理

由） 

 非連結子会社は、小規模で

あり、総資産、売上高、中

間純損益（持分に見合う

額）及び利益剰余金（持分

に見合う額）等は、いずれ

も中間連結財務諸表に重要

な影響を及ぼしていないた

めであります。 

    同   左 非連結子会社は、小規模で

あり、総資産、売上高、当

期純損益（持分に見合う

額）及び利益剰余金（持分

に見合う額）等は、いずれ

も連結財務諸表に重要な影

響を及ぼしていないためで

あります。 

２．持分法の適用に関する事

項 

(1）持分法適用の関連会社数 

１社 

(1）持分法適用の関連会社数 

１社 

(1）持分法適用の関連会社数 

１社 

 主要な会社の名称 主要な会社の名称 主要な会社の名称 

 ㈱スカイコム     同   左     同   左 

 (2）持分法を適用していない非連

結子会社(Tennoz Initiative 

Inc.）は、中間純損益（持分

に見合う額）及び利益剰余金

（持分に見合う額）等からみ

て、持分法の対象から除いて

も中間連結財務諸表に及ぼす

影響が軽微であり、かつ、全

体としても重要性がないた

め、持分法の適用範囲から除

外しております。 

(2）    同      左 (2）持分法を適用していない非連

結子会社(Tennoz Initiative

 Inc.)は、当期純損益（持分

に見合う額）及び利益剰余金

（持分に見合う額）等からみ

て、持分法の対象から除いて

も連結財務諸表に及ぼす影響

が軽微であり、かつ、全体と

しても重要性がないため、持

分法の適用範囲から除外して

おります。 

３．連結子会社の中間決算日

（決算日）等に関する事

項 

すべての連結子会社の中間期の末

日は、中間連結決算日と一致して

おります。 

    同   左 すべての連結子会社の事業年度の

末日は、連結決算日と一致してお

ります。 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

４．会計処理基準に関する事

項 

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

 ① 有価証券 ① 有価証券 ① 有価証券 

 その他有価証券 その他有価証券 その他有価証券 

 時価のあるもの 時価のあるもの 時価のあるもの 

 中間連結決算日の市場

価格等に基づく時価法

（評価差額は全部資本

直入法により処理し、

売却原価は移動平均法

により算定） 

同   左 連結決算日の市場価格

等に基づく時価法（評

価差額は全部資本直入

法により処理し、売却

原価は移動平均法によ

り算定） 

 時価のないもの 時価のないもの 時価のないもの 

 移動平均法による原価

法 

移動平均法による原価

法又は償却原価法（定

額法） 

同   左 

 ② デリバティブ ② デリバティブ ② デリバティブ 

 時価法 同   左 同   左 

 ③ たな卸資産 ③ たな卸資産 ③ たな卸資産 

 商品 商品 商品 

 移動平均法による原価法 同   左 同   左 

 未成工事支出金 未成工事支出金 未成工事支出金 

 個別法による原価法 同   左 同   左 

 (2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

(2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

(2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

 ① 有形固定資産 ① 有形固定資産 ① 有形固定資産 

 定率法 

ただし、賃貸資産について

は定額法 

なお、主な耐用年数は次の

とおりであります。 

     同   左 

  

  

     同   左 

  

  

 建物及び構築物 ３～26年

工具器具備品 ２～20年

賃貸資産     ６年

    

    

    

    

    

    

 ② 無形固定資産 ② 無形固定資産 ② 無形固定資産 

 自社利用のソフトウェア 自社利用のソフトウェア 自社利用のソフトウェア 

 社内における利用可能期

間(５年)に基づく定額法 

同   左 同   左 

 販売用ソフトウェア 販売用ソフトウェア 販売用ソフトウェア 

 見込販売可能期間（３

年）に基づく定額法 

同   左 同   左 

 (3）重要な引当金の計上基準 (3）重要な引当金の計上基準 (3）重要な引当金の計上基準 

 ① 貸倒引当金 ① 貸倒引当金 ① 貸倒引当金 

 債権の貸倒による損失に備

えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率による計算

額を、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回

収可能性を検討し、回収不

能見込額を計上しておりま

す。 

同   左 同   左 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 ② 賞与引当金 ② 賞与引当金 ② 賞与引当金 

 従業員に対して支給する賞

与の支出に充てるため、支

給見込額に基づき計上して

おります。 

同   左 同   左 

 ③ 退職給付引当金 ────── ③ 退職給付引当金 

 一部の連結子会社は、従業

員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末にお

ける退職給付債務の見込額

に基づき、当中間連結会計

期間末において発生してい

ると認められる額を計上し

ております。なお、退職給

付債務の算定に当たり簡便

法を適用しております。 

 ────── 

 （追加情報） 

当社は、確定拠出年金法の

施行に伴い、平成16年９月

30日をもって適格退職年金

制度を廃止し、平成16年10

月１日から確定拠出年金制

度及び退職金前払制度に移

行することとしたため、

「退職給付制度間の移行等

に関する会計処理」（企業

会計基準適用指針第１号）

を適用しております。 

本移行に伴う影響額は、特

別利益に適格退職年金制度

終了益として137百万円を計

上しております。 

また、一部の連結子会社に

ついても、平成16年12月31

日をもって確定給付型の退

職一時金制度を廃止し、平

成17年１月１日から確定拠

出年金制度及び退職金前払

制度に移行することを予定

しております。 

制度移行に際しては会社都

合要支給額での退職一時金

の清算を予定しているた 

 （追加情報） 

当社は、確定拠出年金法の

施行に伴い、平成16年９月

30日をもって適格退職年金

制度を廃止し、平成16年10

月１日から確定拠出年金制

度及び退職金前払制度に移

行したため、「退職給付制

度間の移行等に関する会計

処理」（企業会計基準適用

指針第１号）を適用してお

ります。 

本移行に伴う影響額は、特

別利益に適格退職年金制度

終了益として137百万円を計

上しております。 

また、一部の連結子会社に

ついても、平成16年12月31

日をもって確定給付型の退

職一時金制度を廃止し、平

成17年１月１日から確定拠

出年金制度及び退職金前払

制度に移行しました。 

制度移行時において会社都

合要支給額で退職一時金制

度を清算したため、従来に

おける簡便法による退職給 

 め、従来における簡便法に

よる退職給付債務の見込額

（自己都合要支給額）との

差額を、特別損失に退職一

時金制度清算金として54百

万円計上しております。 

 付債務の算定額（自己都合

要支給額）との差額を、退

職一時金制度清算金として

特別損失に63百万円計上し

ております。 

なお、平成17年４月１日付 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

   で当社が吸収合併（簡易合

併）する連結子会社につい

ても、会社の合併に際して

会社都合要支給額で退職一

時金制度を清算したため、

従来の簡便法による退職給

付債務の算定額（自己都合

要支給額）との差額を、退

職一時金制度清算金として

特別損失に54百万円計上し

ております。 

 ④ 役員退職慰労引当金 ────── ④ 役員退職慰労引当金 

 一部の連結子会社は、役員

退職慰労金の支出に充てる

ため、役員退職慰労金規程

に基づく中間期末要支給額

を計上しております。 

 ────── 

 （追加情報） 

当社及び一部の連結子会社

は従来、役員退職慰労金の

支出に充てるため、役員退

職慰労金規程に基づく中間

期末要支給額を計上してお

りましたが、当社は平成16

年６月25日開催の定時株主

総会において、また、一部

の連結子会社は平成16年６

月24日開催の定時株主総会

において、役員退職慰労金

制度（規程を含む）の廃止

を決議するとともに、役員

の退任時に退職慰労金制度

廃止日までの在任期間に応

じた退職慰労金を支給する

ことを、それぞれ決議いた

しました。 

これに伴い、当該総会まで

の期間に対応する役員退職

慰労金相当額123百万円に功

労加算金69百万円を加え、

うち170百万円を長期未払金

として計上しております。 

 （追加情報） 

当社及び一部の連結子会社

は従来、役員退職慰労金の

支出に充てるため、役員退

職慰労金規程に基づく期末

要支給額を計上しておりま

したが、当社は平成16年６

月25日開催の定時株主総会

において、また、一部の連

結子会社は平成16年６月24

日開催の定時株主総会にお

いて、役員退職慰労金制度

（規程を含む）の廃止を決

議するとともに、役員の退

任時に退職慰労金制度廃止

日（当該総会終結時）まで

の在任期間に応じた退職慰

労金を支給することを、そ

れぞれ決議いたしました。 

また、一部の連結子会社に

ついても、平成16年12月22

日開催の取締役会において

役員退職慰労金制度（規程

を含む）の廃止を、さらに

平成17年３月15日開催の臨

時株主総会においては、役

員の退任時に退職慰労金制

度廃止日（平成16年12月31

日）までの在任期間に応じ

た退職慰労金を支給するこ

とを、それぞれ決議いたし

ました。 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

   その結果、それぞれの役員

退職慰労金制度廃止日まで

の期間に対応する役員退職

慰労金（功労加算金を含

む）相当額202百万円を長期

未払金として計上しており

ます。 

 (4）重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算基準 

(4）重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算基準 

(4）重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、中間

連結決算日の直物為替相場に

より円貨に換算し、換算差額

は損益として処理しておりま

す。 

同   左 外貨建金銭債権債務は、連結

決算日の直物為替相場により

円貨に換算し、換算差額は損

益として処理しております。 

 (5）重要なリース取引の処理方法 (5）重要なリース取引の処理方法 (5）重要なリース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取

引については、通常の賃貸借

取引に係る方法に準じた会計

処理によっております。 

同   左 同   左 

 (6）重要なヘッジ会計の方法 (6）重要なヘッジ会計の方法 (6）重要なヘッジ会計の方法 

 ① ヘッジ会計の方法 ① ヘッジ会計の方法 ① ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理を採用して

おります。 

ただし、為替予約のうち、

振当処理の要件を満たして

いる場合は振当処理を採用

しております。 

同   左 同   左 

 ② ヘッジ手段とヘッジ対象 ② ヘッジ手段とヘッジ対象 ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

 ヘッジ手段：為替予約 

ヘッジ対象：外貨建予定取

引 

     同   左 

  

     同   左 

  

 ③ ヘッジ方針 ③ ヘッジ方針 ③ ヘッジ方針 

 取引限度額及び取引権限を

定めた社内管理規程に従っ

て、将来購入する業務用資

産に係わる、外貨建債務の

為替変動リスクをヘッジし

ております。 

同   左 同   左 

 ④ ヘッジ有効性評価の方法 ④ ヘッジ有効性評価の方法 ④ ヘッジ有効性評価の方法 

 為替予約については、ヘッ

ジに高い有効性があるとみ

なされるため、有効性の評

価については省略しており

ます。 

同   左 同   左 

 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 (7）その他中間連結財務諸表作成

のための基本となる重要な事

項 

(7）その他中間連結財務諸表作成

のための基本となる重要な事

項 

(7）その他連結財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事項 

 消費税等の会計処理 消費税等の会計処理 消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会

計処理は税抜方式によって

おります。 

消費税及び地方消費税の会

計処理は税抜方式によって

おります。 

消費税及び地方消費税の会

計処理は税抜方式によって

おります。 

 なお、当中間連結会計期間

におきましては、仮払消費

税等及び仮受消費税等は相

殺のうえ、流動資産の「そ

の他」及び流動負債の「そ

の他」に含めて表示してお

ります。 

なお、当中間連結会計期間

におきましては、仮払消費

税等及び仮受消費税等は相

殺のうえ、流動負債の「そ

の他」に含めて表示してお

ります。 

 

５．中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書（連結キャッ

シュ・フロー計算書）に

おける資金の範囲 

手許現金、随時引き出し可能な預

金及び容易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅少なリ

スクしか負わない取得日から３ヶ

月以内に償還期限の到来する短期

投資からなっております。 

同   左 同   左 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

──────  （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間連結会計期間より、固定資産の減損

に係る会計基準（「固定資産の減損に係る会

計基準の設定に関する意見書」（企業会計審

議会 平成14年８月９日））及び「固定資産

の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第６号 平成15年10月31日）

を適用しております。これにより税金等調整

前中間純利益は132百万円減少しておりま

す。 

 なお、減損損失累計額については、改正後

の中間連結財務諸表規則に基づき当該資産の

金額から直接控除しております。 

────── 



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

（中間連結損益計算書関係） 

前中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（平成17年３月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額は、

8,704百万円であります。 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額は、

10,605百万円であります。 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額は、

9,584百万円であります。 

 ２ 当座貸越契約及び貸出コミットメント

契約 

 ２ 当座貸越契約及び貸出コミットメント

契約 

 ２ 当座貸越契約及び貸出コミットメント

契約 

当社は、運転資金の効率的な調達を行う

ため、取引銀行６行と当座貸越契約及び

貸出コミットメント契約を締結しており

ます。これら契約に基づく当中間連結会

計期間末の借入未実行残高は次のとおり

であります。 

当社は、運転資金の効率的な調達を行う

ため、取引銀行６行と当座貸越契約及び

貸出コミットメント契約を締結しており

ます。これら契約に基づく当中間連結会

計期間末の借入未実行残高は次のとおり

であります。 

当社は、運転資金の効率的な調達を行う

ため、取引銀行６行と当座貸越契約及び

貸出コミットメント契約を締結しており

ます。これら契約に基づく当連結会計年

度末の借入未実行残高は次のとおりであ

ります。 

当座貸越極度額及び貸出

コミットメントの総額 

29,200百万円 

借入実行残高 － 

差引額 29,200 

当座貸越極度額及び貸出

コミットメントの総額 

29,200百万円

借入実行残高 － 

差引額 29,200 

当座貸越極度額及び貸出

コミットメントの総額 

29,200百万円

借入実行残高 － 

差引額 29,200 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額は、次のとおりであります。 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額は、次のとおりであります。 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額は、次のとおりであります。 

給与手当 3,106百万円 

賞与引当金繰入額 344 

退職給付引当金繰入額 222 

役員退職慰労引当金繰入額 8 

賃借料 691 

減価償却費 346 

給与手当 3,393百万円

賞与引当金繰入額 418 

賃借料 729 

減価償却費 

連結調整勘定償却額 

384

2

 

給与手当 6,058百万円

賞与引当金繰入額 345 

退職給付引当金繰入額 226 

役員退職慰労引当金繰入額 11 

賃借料 1,377 

減価償却費 753 

※２ 固定資産除却損の内訳 ※２ 固定資産除却損の内訳 ※２ 固定資産除却損の内訳 

建物及び構築物 2百万円 

工具器具備品 3 

工具器具備品 2百万円

(無形固定資産)その他 0 

建物及び構築物 5百万円

工具器具備品 17  

(無形固定資産)その他 4  

 



（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

────── ※３ 減損損失 

 当中間連結会計期間において、当社グルー

プは以下の資産について減損損失を計上して

おります。 

 当社グループは、ネットワーク関連事業の

用に供している資産については、全ての資産

が一体となってキャッシュ・フローを生成し

ていることから、全体で１つの資産グループ

としております。ただし、当該事業の用に直

接供していない資産については、物件ごとに

グルーピングしております。 

 上記の土地の市場価格が著しく下落したた

め、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当

該減少額を減損損失として特別損失に132百

万円計上しております。 

 なお、当該資産の回収可能価額は、近隣の

取引事例等により算定した評価額から処分費

用見積額を控除した正味売却価額により測定

しております。 

場所 用途 種類 
減損損失

(百万円)

東京都 

杉並区 

賃貸用 

駐車場 
 土地 132 

────── 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中

間連結貸借対照表に掲記されている科目

の金額との関係 

※ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中

間連結貸借対照表に掲記されている科目

の金額との関係 

※ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額と

の関係 

(平成16年９月30日現在) (平成17年９月30日現在) （平成17年３月31日現在） 

現金及び預金勘定 12,192百万円 

現金及び現金同等物 12,192 

現金及び預金勘定 

取得日から３ヶ月以内に償

還期限の到来する短期投資

（有価証券） 

16,883

8,499

百万円 

現金及び現金同等物 25,383 

現金及び預金勘定 

取得日から３ヶ月以内に償

還期限の到来する短期投資

（有価証券） 

13,429

6,999

百万円 

現金及び現金同等物 20,429 



（リース取引関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

１．借主側 １．借主側 １．借主側 

(1）リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

中間期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

中間期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

期末残高相当額 

項目 

取得価
額相当
額 
   
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

中間期
末残高
相当額 
   
(百万円) 

工具器具 
備品 

1,257 500 757 

(無形固
定資産)
その他 

9 6 2 

合計 1,266 507 759 

項目 

取得価
額相当
額 
   
(百万円)

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円)

中間期
末残高
相当額 
   
(百万円)

工具器具 
備品 

1,315 712 602 

(有形固
定資産)
その他 

40 1 39 

合計 1,355 713 641 

項目 

取得価
額相当
額 
   
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

期末残
高相当
額 
   
(百万円)

工具器具
備品 

1,274 606 668 

(無形固
定資産)
その他 

9 8 0 

合計 1,284 615 668 

(2）未経過リース料中間期末残高

相当額 

(2）未経過リース料中間期末残高

相当額 

(2）未経過リース料期末残高相当

額 

１年内 234百万円 

１年超 537 

合計 771 

１年内 261百万円

１年超 397 

合計 659 

１年内 237百万円

１年超 446 

合計 683 

(3）支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額 

(3）支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額 

(3）支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額 

支払リース料 126百万円 

減価償却費相当額 121 

支払利息相当額 8 

支払リース料 134百万円

減価償却費相当額 128 

支払利息相当額 8 

支払リース料 255百万円

減価償却費相当額 244 

支払利息相当額 16 

(4）減価償却費相当額の算定方法 (4）減価償却費相当額の算定方法 (4）減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によっ

ております。 

同    左 同    左 

(5）利息相当額の算定方法 (5）利息相当額の算定方法 (5）利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取

得価額相当額との差額を利息相

当額とし、各期への配分方法に

ついては、利息法によっており

ます。 

同    左 同    左 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

２．貸主側 ２．貸主側 ２．貸主側 

(1）リース物件の取得価額、減価

償却累計額及び中間期末残高 

(1）リース物件の取得価額、減価

償却累計額及び中間期末残高 

(1）リース物件の取得価額、減価

償却累計額及び期末残高 

項目 

取得価
額 
   
(百万円) 

減価償
却累計
額 
(百万円) 

中間期
末残高 
   
(百万円) 

(有形固
定資産) 
その他 

2 0 1 

合計 2 0 1 

項目 

取得価
額 
   
(百万円)

減価償
却累計
額 
(百万円)

中間期
末残高 
   
(百万円)

(有形固
定資産) 
その他 

2 0 1 

合計 2 0 1 

項目 

取得価
額 
   
(百万円) 

減価償
却累計
額 
(百万円) 

期末残
高 
   
(百万円)

(有形固
定資産) 
その他 

2 0 1 

合計 2 0 1 

(2）未経過リース料中間期末残高

相当額 

(2）未経過リース料中間期末残高

相当額 

(2）未経過リース料期末残高相当

額 

１年内 0百万円 

１年超 2 

合計 2 

１年内 0百万円

１年超 1 

合計 2 

１年内 0百万円

１年超 1 

合計 2 

(3）受取リース料、減価償却費及

び受取利息相当額 

(3）受取リース料、減価償却費及

び受取利息相当額 

(3）受取リース料、減価償却費及

び受取利息相当額 

受取リース料 0百万円 

減価償却費 0 

受取利息相当額 0 

受取リース料 0百万円

減価償却費 0 

受取利息相当額 0 

受取リース料 0百万円

減価償却費 0 

受取利息相当額 0 

(4）利息相当額の算定方法 (4）利息相当額の算定方法 (4）利息相当額の算定方法 

利息相当額の各期への配分方法

については、利息法によってお

ります。 

同    左 同    左 

オペレーティング・リース取引 オペレーティング・リース取引 オペレーティング・リース取引 

借主側 借主側 借主側 

未経過リース料 未経過リース料 未経過リース料 

１年内 64百万円 

１年超 107 

合計 171 

１年内 107百万円

１年超 137 

合計 244 

１年内 76百万円

１年超 93 

合計 169 



（有価証券関係） 

前中間連結会計期間末（平成16年９月30日） 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

 該当事項はありません。 

２．その他有価証券で時価のあるもの 

 （注） 株式の取得原価は当中間連結会計期間において、減損処理（233百万円）を行ったため、減損処理後の取得原

価となっております。 

なお、当該株式の減損にあたっては、中間連結会計期間末において時価が取得原価に比べ50％以上下落した場

合にはすべて減損処理を行い、30％～50％程度下落した場合には、時価の回復可能性等を考慮の上、減損処理

を行っております。 

３．時価評価されていない主な有価証券の内容 

 取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表計上
額（百万円） 

差額（百万円） 

(1）株式 129 242 112 

(2）債券    

国債・地方債等 － － － 

社債 － － － 

その他 － － － 

(3）その他 － － － 

合計 129 242 112 

 中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

(1）満期保有目的の債券 － 

(2）その他有価証券  

非上場株式（店頭売買株式を除く） 489 



当中間連結会計期間末（平成17年９月30日） 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

 該当事項はありません。 

２．その他有価証券で時価のあるもの 

３．時価評価されていない主な有価証券の内容 

 取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表計上
額（百万円） 

差額（百万円） 

(1）株式 1 1 0 

(2）債券    

国債・地方債等 － － － 

社債 － － － 

その他 － － － 

(3）その他 － － － 

合計 1 1 0 

 中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

(1）満期保有目的の債券 － 

(2）その他有価証券  

非上場株式 

コマーシャル・ペーパー 

譲渡性預金 

192 

5,999 

2,500 



前連結会計年度末（平成17年３月31日） 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

 該当事項はありません。 

２．その他有価証券で時価のあるもの 

（注） 株式の取得原価は当連結会計年度において、減損処理（158百万円）を行ったため、減損処理後の取得原価と

なっております。 

なお、当該株式の減損にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合にはすべて減

損処理を行い、30％～50％程度下落した場合には、時価の回復可能性等を考慮の上、減損処理を行っておりま

す。 

３．時価評価されていない主な有価証券の内容 

（注） その他有価証券・非上場株式の連結貸借対照表計上額は当連結会計年度において、減損処理（10百万円）を行

ったため、減損処理後の計上額となっております。 

なお、当該株式の減損にあたっては、直近の財務諸表における１株当たり純資産額が１株当たり取得原価に比

べ30％以上下落した場合には、出資後の経過年数等を勘案し、また当該会社の財政状態の回復可能性等を考慮

の上、減損処理を行っております。 

 取得原価（百万円） 
連結貸借対照表計上額 

（百万円） 
差額（百万円） 

(1）株式 1 1 － 

(2）債券    

国債・地方債等 － － － 

社債 － － － 

その他 － － － 

(3）その他 － － － 

合計 1 1 － 

 連結貸借対照表計上額（百万円） 

(1）満期保有目的の債券 － 

(2）その他有価証券  

非上場株式 

コマーシャル・ペーパー 

譲渡性預金 

238 

4,999 

2,000 



（デリバティブ取引関係） 

 前中間連結会計期間（自平成16年４月１日 至平成16年９月30日）、当中間連結会計期間（自平成17年４月１日

至平成17年９月30日）及び前連結会計年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

すべてのデリバティブ取引においてヘッジ会計を適用しているため該当事項はありません。 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自平成16年４月１日 至平成16年９月30日）、当中間連結会計期間（自平成17年４月１

日 至平成17年９月30日）及び前連結会計年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

当社グループはネットワークコンピューティングシステムの構築とその運用・管理サービスを中心とした事

業を行っており、全て同一セグメントに属するため、事業の種類別セグメント情報は作成しておりません。

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自平成16年４月１日 至平成16年９月30日）、当中間連結会計期間（自平成17年４月１

日 至平成17年９月30日）及び前連結会計年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。 

【海外売上高】 

前中間連結会計期間（自平成16年４月１日 至平成16年９月30日）、当中間連結会計期間（自平成17年４月１

日 至平成17年９月30日）及び前連結会計年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

海外売上高が、いずれも連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。 



（１株当たり情報） 

（注）１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

     該当事項はありません。 

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１株当たり純資産額  98,233円29銭

１株当たり中間純利益金額   4,241円08銭

１株当たり純資産額 108,899円75銭

１株当たり中間純利益金額   4,848円56銭

１株当たり純資産額 105,049円57銭

１株当たり当期純利益金額  11,183円12銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり中間純

利益金額については、希薄化効果を有して

いる潜在株式が存在しないため記載してお

りません。 

 当社は、平成16年５月20日付で株式１株

につき２株の株式分割を行っております。 

 なお、当該株式分割が前期首に行われた

と仮定した場合の１株当たり情報について

は、それぞれ以下のとおりとなります。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり中間純

利益金額については、希薄化効果を有して

いる潜在株式が存在しないため記載してお

りません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純

利益金額については、希薄化効果を有して

いる潜在株式が存在しないため記載してお

りません。 

 当社は、平成16年５月20日付で株式１株

につき２株の株式分割を行っております。 

 なお、当該株式分割が前期首に行われた

と仮定した場合の前連結会計年度における

１株当たり情報については、それぞれ以下

のとおりとなります。 

前中間連結会計期間 前連結会計年度 

１株当たり純資産額 １株当たり純資産額 

86,844円82銭 94,389円66銭 

１株当たり中間純利
益金額 

１株当たり当期純利
益金額 

3,397円22銭 10,964円66銭 

潜在株式調整後１株
当たり中間純利益金
額 

潜在株式調整後１株
当たり当期純利益金
額 

3,391円05銭 10,954円64銭 

 １株当たり純資産額 94,389円 66銭

１株当たり当期純利益金額 10,964円 66銭

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額 

10,954円 64銭

 
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

中間（当期）純利益（百万円） 2,339 2,674 6,214 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － 44 

（うち利益処分による役員賞与金）            (－)  (－) (44) 

普通株式に係る中間（当期）純利益（百万

円） 
2,339 2,674 6,169 

期中平均株式数（株） 551,685 551,688 551,687 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後

１株当たり中間（当期）純利益金額の算定に

含めなかった潜在株式の概要 

新株予約権（平成14年６月27

日定時株主総会決議）（新株

予約権の目的となる株式の数

13,032株）。これらの詳細

は、「第４提出会社の状況、

１株式等の状況、（２）新株

予約権等の状況」に記載のと

おりであります。 

新株予約権（平成14年６月27

日定時株主総会決議）（新株

予約権の目的となる株式の数

12,516株）。これらの詳細

は、「第４提出会社の状況、

１株式等の状況、（２）新株

予約権等の状況」に記載のと

おりであります。 

新株予約権（平成14年６月27

日定時株主総会決議）（新株

予約権の目的となる株式の数

12,732株）。これらの詳細

は、「第４提出会社の状況、

１株式等の状況、（２）新株

予約権等の状況」に記載のと

おりであります。 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

  
前中間会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 
(平成17年９月30日) 

前事業年度の要約貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び預金  10,894   14,882   10,652   

２．受取手形  555   872   622   

３．売掛金  31,906   29,197   35,906   

４．有価証券  －   8,499   6,999   

５．たな卸資産  16,280   12,241   11,194   

６．その他  3,798   3,091   3,836   

貸倒引当金  △96   △106   △406   

流動資産合計   63,339 88.7  68,680 88.8  68,807 88.5 

Ⅱ 固定資産           

１．有形固定資産 ※１          

(1）工具器具備品  2,478   3,070   2,962   

(2）その他  471   396   438   

計  2,950   3,466   3,400   

２．無形固定資産  1,478   1,573   1,575   

３．投資その他の資産           

(1）投資有価証券  1,473   1,466   1,812   

(2）その他  2,400   2,421   2,428   

  貸倒引当金  △233   △233   △234   

計  3,640   3,653   4,006   

固定資産合計   8,068 11.3  8,693 11.2  8,982 11.5 

資産合計   71,408 100.0  77,374 100.0  77,790 100.0 

           
 



  
前中間会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 
(平成17年９月30日) 

前事業年度の要約貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１．買掛金  12,383   11,899   14,567   

２．未払法人税等  1,304   1,599   1,610   

３．前受金  1,982   2,648   1,814   

４．賞与引当金  289   382   307   

５．その他  1,180   1,322   1,825   

流動負債合計   17,140 24.0  17,851 23.1  20,124 25.9 

Ⅱ 固定負債           

１．長期未払金  165   165   165   

２．その他  0   －   －   

固定負債合計   166 0.2  165 0.2  165 0.2 

負債合計   17,306 24.2  18,017 23.3  20,290 26.1 

           

（資本の部）           

Ⅰ 資本金   12,279 17.2  12,279 15.9  12,279 15.8 

Ⅱ 資本剰余金           

１．資本準備金  19,453   19,453   19,453   

資本剰余金合計   19,453 27.2  19,453 25.1  19,453 25.0 

Ⅲ 利益剰余金           

１．利益準備金  85   86   85   

２．任意積立金  19,547   24,782   19,547   

３．中間（当期）未処
分利益  2,769   2,854   6,236   

利益剰余金合計   22,402 31.4  27,723 35.8  25,869 33.2 

Ⅳ その他有価証券評価
差額金   61 0.1  △5 △0.0  △8 △0.0 

Ⅴ 自己株式   △94 △0.1  △94 △0.1  △94 △0.1 

資本合計   54,102 75.8  59,356 76.7  57,499 73.9 

負債・資本合計   71,408 100.0  77,374 100.0  77,790 100.0 

           



②【中間損益計算書】 

  
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高   56,208 100.0  48,193 100.0  132,235 100.0 

Ⅱ 売上原価   45,764 81.4  36,787 76.3  109,541 82.8 

売上総利益   10,444 18.6  11,405 23.7  22,694 17.2 

Ⅲ 販売費及び一般管理
費   6,570 11.7  7,608 15.8  13,027 9.9 

営業利益   3,874 6.9  3,797 7.9  9,667 7.3 

Ⅳ 営業外収益 ※１  31 0.1  92 0.2  56 0.0 

Ⅴ 営業外費用 ※２  33 0.1  14 0.1  42 0.0 

経常利益   3,872 6.9  3,876 8.0  9,681 7.3 

Ⅵ 特別利益 ※３  186 0.3  44 0.1  1,223 0.9 

Ⅶ 特別損失 ※4,5  337 0.6  134 0.2  1,330 1.0 

税引前中間(当期)
純利益   3,721 6.6  3,786 7.9  9,574 7.2 

法人税、住民税及
び事業税  1,178   1,469   3,752   

法人税等調整額  333 1,511 2.7 82 1,551 3.3 144 3,897 2.9 

中間(当期)純利益   2,210 3.9  2,234 4.6  5,677 4.3 

前期繰越利益   559   570   559  

合併に伴う未処分
利益受入額   －   49   －  

中間(当期)未処分
利益   2,769   2,854   6,236  

           



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 

前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

前事業年度 

（自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

(1）有価証券 

① 子会社株式及び関連会社株

式 

(1）有価証券 

① 子会社株式及び関連会社株

式 

(1）有価証券 

① 子会社株式及び関連会社株

式 

 移動平均法による原価法 同   左 同   左 

 ② その他有価証券 ② その他有価証券 ② その他有価証券 

 時価のあるもの 時価のあるもの 時価のあるもの 

 中間決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差

額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移

動平均法により算定） 

同   左 決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は

全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平

均法により算定） 

 時価のないもの 時価のないもの 時価のないもの 

 移動平均法による原価法 移動平均法による原価法

又は償却原価法（定額

法） 

同   左 

 (2）デリバティブ (2）デリバティブ (2）デリバティブ 

 時価法 同   左 同   左 

 (3）たな卸資産 (3）たな卸資産 (3）たな卸資産 

 ① 商品 ① 商品 ① 商品 

 移動平均法による原価法 同   左 同   左 

 ② 未成工事支出金 ② 未成工事支出金 ② 未成工事支出金 

 個別法による原価法 同   左 同   左 

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1) 有形固定資産 

定率法 

(1) 有形固定資産 

     同   左 

(1）有形固定資産 

     同   左 

 ただし、賃貸資産については

定額法 

なお、主な耐用年数は次のと

おりであります。 

建物       ３～26年 

工具器具備品   ２～20年 

賃貸資産       ６年 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

 (2）無形固定資産 (2）無形固定資産 (2）無形固定資産 

 自社利用のソフトウェア 自社利用のソフトウェア 自社利用のソフトウェア 

 社内における利用可能期間

(５年)に基づく定額法 

同   左 同   左 

 販売用ソフトウェア 販売用ソフトウェア 販売用ソフトウェア 

 見込販売可能期間(３年)に

基づく定額法 

同   左 同   左 

 (3）長期前払費用 (3）長期前払費用 (3）長期前払費用 

 均等償却法 同   左 同   左 

 



項目 

前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

前事業年度 

（自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日） 

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金 

 債権の貸倒による損失に備え

るため、一般債権については

貸倒実績率による計算額を、

貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を

検討し、回収不能見込額を計

上しております。 

同   左 同   左 

 (2）賞与引当金 (2）賞与引当金 (2）賞与引当金 

 従業員に対して支給する賞与

の支出に充てるため、支給見

込額に基づき計上しておりま

す。 

同   左 同   左 

 (3）退職給付引当金 ──────     (3）退職給付引当金 

 （追加情報） 

当社は、確定拠出年金法の施

行に伴い、平成16年９月30日

をもって適格退職年金制度を

廃止し、平成16年10月１日か

ら確定拠出年金制度及び退職

金前払制度に移行することと

したため、「退職給付制度間

の移行等に関する会計処理」

（企業会計基準適用指針第１

号）を適用しております。 

本移行に伴う影響額は、特別

利益に適格退職年金制度終了

益として137百万円を計上して

おります。 

 （追加情報） 

当社は、確定拠出年金法の施

行に伴い、平成16年９月30日

をもって適格退職年金制度を

廃止し、平成16年10月１日か

ら確定拠出年金制度及び退職

金前払制度に移行したため、

「退職給付制度間の移行等に

関する会計処理」（企業会計

基準適用指針第１号）を適用

しております。 

本移行に伴う影響額は、特別

利益に適格退職年金制度終了

益として137百万円を計上して

おります。 

 (4）役員退職慰労引当金 ────── (4）役員退職慰労引当金 

 （追加情報） 

当社は従来、役員退職慰労金

の支出に充てるため、役員退

職慰労金規程に基づく中間期

末要支給額を計上しておりま

したが、平成16年６月25日開

催の定時株主総会において、

役員退職慰労金制度（規程を

含む）の廃止を決議するとと

もに、役員の退任時に退職慰

労金制度廃止日までの在任期

間に応じた退職慰労金を支給

することを決議いたしまし

た。 

これに伴い、当該総会までの

期間に対応する役員退職慰労

金相当額119百万円に功労加算

金69百万円を加え、うち165百

万円を長期未払金として計上

しております。 

 （追加情報） 

当社は従来、役員退職慰労金

の支出に充てるため、役員退

職慰労金規程に基づく期末要

支給額を計上しておりました

が、平成16年６月25日開催の

定時株主総会において、役員

退職慰労金制度（規程を含

む）の廃止を決議するととも

に、役員の退任時に退職慰労

金制度廃止日（当該総会終結

時）までの在任期間に応じた

退職慰労金を支給することを

決議いたしました。 

これに伴い、当該総会までの

期間に対応する役員退職慰労

金（功労加算金を含む）相当

額165百万円を長期未払金とし

て計上しております。 

 



項目 

前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

前事業年度 

（自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日） 

４．外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、中間

決算日の直物為替相場により

円貨に換算し、換算差額は損

益として処理しております。 

同   左 外貨建金銭債権債務は、決算

日の直物為替相場により円貨

に換算し、換算差額は損益と

して処理しております。 

５．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取

引については、通常の賃貸借

取引に係る方法に準じた会計

処理によっております。 

同   左 同   左 

６．ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理を採用してお

ります。ただし、為替予約の

うち、振当処理の要件を満た

している場合は振当処理を採

用しております。 

同   左 同   左 

 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

 ヘッジ手段：為替予約 

ヘッジ対象：外貨建予定取引 

       同   左 

  

       同   左 

  

 (3）ヘッジ方針 (3）ヘッジ方針 (3）ヘッジ方針 

 取引限度額及び取引権限を定

めた社内管理規程に従って、

将来購入する業務用資産に係

わる、外貨建債務の為替変動 

リスクをヘッジしております。

同   左 同   左 

 (4）ヘッジ有効性評価の方法 (4）ヘッジ有効性評価の方法 (4）ヘッジ有効性評価の方法 

 為替予約については、ヘッジ

に高い有効性があるとみなさ

れるため、有効性の評価につ

いては省略しております。 

同   左 同   左 

７．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基

本となる重要な事項 

 消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処

理は税抜方式によっておりま

す。 

なお、当中間会計期間におきま

しては、仮払消費税等及び仮受

消費税等は相殺のうえ、流動資

産の「その他」に含めて表示し

ております。 

 消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処

理は税抜方式によっておりま

す。 

なお、当中間会計期間におきま

しては、仮払消費税等及び仮受

消費税等は相殺のうえ、流動負

債の「その他」に含めて表示し

ております。 

 消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処

理は税抜方式によっておりま

す。 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

前事業年度 

（自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日） 

──────  （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間会計期間より、固定資産の減損に係

る会計基準（「固定資産の減損に係る会計基

準の設定に関する意見書」（企業会計審議

会 平成14年８月９日））及び「固定資産の

減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計

基準適用指針第６号 平成15年10月31日）を

適用しております。これにより税引前中間純

利益は132百万円減少しております。 

 なお、減損損失累計額については、改正後

の中間財務諸表等規則に基づき当該資産の金

額から直接控除しております。 

────── 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間末 

（平成16年９月30日） 

当中間会計期間末 

（平成17年９月30日） 

前事業年度末 

（平成17年３月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額は、

5,844百万円であります。 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額は、

6,570百万円であります。 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額は、

6,012百万円であります。 

 ２ 当座貸越契約及び貸出コミットメント

契約 

 ２ 当座貸越契約及び貸出コミットメント

契約 

 ２ 当座貸越契約及び貸出コミットメント

契約 

当社は、運転資金の効率的な調達を行う

ため、取引銀行６行と当座貸越契約及び

貸出コミットメント契約を締結しており

ます。これら契約に基づく当中間会計期

間末の借入未実行残高は次のとおりであ

ります。 

当社は、運転資金の効率的な調達を行う

ため、取引銀行６行と当座貸越契約及び

貸出コミットメント契約を締結しており

ます。これら契約に基づく当中間会計期

間末の借入未実行残高は次のとおりであ

ります。 

当社は、運転資金の効率的な調達を行う

ため、取引銀行６行と当座貸越契約及び

貸出コミットメント契約を締結しており

ます。これら契約に基づく当事業年度末

の借入未実行残高は次のとおりでありま

す。 

当座貸越極度額及び貸出

コミットメントの総額 
29,200百万円 

借入実行残高 － 

差引額 29,200 

当座貸越極度額及び貸出

コミットメントの総額 
29,200百万円 

借入実行残高 － 

差引額 29,200 

当座貸越極度額及び貸出

コミットメントの総額 
29,200百万円 

借入実行残高 － 

差引額 29,200 

前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

前事業年度 

（自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日） 

※１ 営業外収益のうち主要なもの ※１ 営業外収益のうち主要なもの ※１ 営業外収益のうち主要なもの 

受取利息 9百万円 

関係会社業務受託収入 11 

団体保険配当金 1 

受取利息 5百万円 

有価証券利息 1 

受取配当金 1 

関係会社業務受託収入 6 

為替差益 20 

団体保険配当金 19 

受取利息 17百万円 

有価証券利息 0 

受取配当金 0 

関係会社業務受託収入 21 

団体保険配当金 1 

※２ 営業外費用のうち主要なもの ※２ 営業外費用のうち主要なもの ※２ 営業外費用のうち主要なもの 

新株発行費 13百万円 

為替差損 6 

コミットメントフィー 5 

出資金運用損 5 

コミットメントフィー 4百万円 

出資金運用損 1 

新株発行費 13百万円 

為替差損 11 

コミットメントフィー 9 

出資金運用損 4 

※３ 特別利益のうち主要なもの ※３ 特別利益のうち主要なもの ※３ 特別利益のうち主要なもの 

貸倒引当金戻入益 48百万円 

適格退職年金制度終了

益 

137 

貸倒引当金戻入益 0百万円 

投資有価証券売却益 0 

関係会社株式売却益 39 

貸倒引当金戻入益 38百万円 

投資有価証券売却益 1,047 

適格退職年金制度終了

益 

137 

※４ 特別損失のうち主要なもの ※４ 特別損失のうち主要なもの ※４ 特別損失のうち主要なもの 

建物除却損 2百万円 

工具器具備品除却損 2 

投資有価証券評価損 233 

役員退職慰労金制度廃

止に伴う功労加算金 

69 

工具器具備品除却損 2百万円 

無形固定資産除却損 0 

減損損失 132 

建物除却損 4百万円 

工具器具備品除却損 16 

投資有価証券売却損 106 

投資有価証券評価損 168 

関係会社整理損 430 

たな卸資産廃棄損 421 

役員退職慰労金制度廃

止に伴う功労加算金 

69 

 



前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

前事業年度 

（自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日） 

────── ※５ 減損損失 

 当中間会計期間において、当社は以下の資

産について減損損失を計上しております。 

 当社は、ネットワーク関連事業の用に供し

ている資産については、全ての資産が一体と

なってキャッシュ・フローを生成しているこ

とから、全体で１つの資産グループとしてお

ります。ただし、当該事業の用に直接供して

いない資産については、物件ごとにグルーピ

ングしております。 

 上記の土地の市場価格が著しく下落したた

め、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当

該減少額を減損損失として特別損失に132百

万円計上しております。 

 なお、当該資産の回収可能価額は、近隣の

取引事例等により算定した評価額から処分費

用見積額を控除した正味売却価額により測定

しております。 

場所 用途 種類 
減損損失

(百万円)

東京都 

杉並区 

賃貸用 

駐車場 
 土地 132 

────── 

６ 減価償却実施額 ６ 減価償却実施額 ６ 減価償却実施額 

有形固定資産 464百万円 

無形固定資産 77 

有形固定資産 614百万円 

無形固定資産 78 

有形固定資産 993百万円 

無形固定資産 157 



（リース取引関係） 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

１．借主側 １．借主側 １．借主側 

(1）リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

中間期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

中間期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

期末残高相当額 

項目 

取得価
額相当
額 
   
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

中間期
末残高
相当額 
   
(百万円) 

工具器具 
備品 

426 185 241 

合計 426 185 241 

項目 

取得価
額相当
額 
   
(百万円)

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円)

中間期
末残高
相当額 
   
(百万円)

工具器具 
備品 

437 283 154 

合計 437 283 154 

項目 

取得価
額相当
額 
   
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

期末残
高相当
額 
   
(百万円)

工具器具
備品 

441 237 203 

合計 441 237 203 

(2）未経過リース料中間期末残高

相当額 

(2）未経過リース料中間期末残高

相当額 

(2）未経過リース料期末残高相当

額 

１年内 103百万円 

１年超 149 

合計 253 

１年内 109百万円

１年超 56 

合計 165 

１年内 107百万円

１年超 107 

合計 215 

(3）支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額 

(3）支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額 

(3）支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額 

支払リース料 57百万円 

減価償却費相当額 55 

支払利息相当額 2 

支払リース料 56百万円

減価償却費相当額 53 

支払利息相当額 1 

支払リース料 112百万円

減価償却費相当額 107 

支払利息相当額 4 

(4）減価償却費相当額の算定方法 (4）減価償却費相当額の算定方法 (4）減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によっ

ております。 

同    左 同    左 

(5）利息相当額の算定方法 (5）利息相当額の算定方法 (5）利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取

得価額相当額との差額を利息相

当額とし、各期への配分方法に

ついては、利息法によっており

ます。 

同    左 同    左 

 



（有価証券関係） 

 前中間会計期間（自平成16年４月１日 至平成16年９月30日）、当中間会計期間（自平成17年４月１日 至平成

17年９月30日）及び前事業年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日）のいずれにおいても子会社株式及び

関連会社株式で時価のあるものはありません。 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

２．貸主側 ２．貸主側 ２．貸主側 

(1）リース物件の取得価額、減価

償却累計額及び中間期末残高 

(1）リース物件の取得価額、減価

償却累計額及び中間期末残高 

(1）リース物件の取得価額、減価

償却累計額及び期末残高 

項目 

取得価
額 
   
(百万円) 

減価償
却累計
額 
(百万円) 

中間期
末残高 
   
(百万円) 

(有形固
定資産) 
その他 

2 0 1 

合計 2 0 1 

項目 

取得価
額 
   
(百万円)

減価償
却累計
額 
(百万円)

中間期
末残高 
   
(百万円)

(有形固
定資産) 
その他 

2 0 1 

合計 2 0 1 

項目 

取得価
額 
   
(百万円) 

減価償
却累計
額 
(百万円) 

期末残
高 
   
(百万円)

(有形固
定資産) 
その他 

2 0 1 

合計 2 0 1 

(2）未経過リース料中間期末残高

相当額 

(2）未経過リース料中間期末残高

相当額 

(2）未経過リース料期末残高相当

額 

１年内 0百万円 

１年超 2 

合計 2 

１年内 0百万円

１年超 1 

合計 2 

１年内 0百万円

１年超 1 

合計 2 

(3）受取リース料、減価償却費及

び受取利息相当額 

(3）受取リース料、減価償却費及

び受取利息相当額 

(3）受取リース料、減価償却費及

び受取利息相当額 

受取リース料 0百万円 

減価償却費 0 

受取利息相当額 0 

受取リース料 0百万円

減価償却費 0 

受取利息相当額 0 

受取リース料 0百万円

減価償却費 0 

受取利息相当額 0 

(4）利息相当額の算定方法 (4）利息相当額の算定方法 (4）利息相当額の算定方法 

利息相当額の各期への配分方法

については、利息法によってお

ります。 

同    左 同    左 

オペレーティング・リース取引 オペレーティング・リース取引 オペレーティング・リース取引 

借主側 借主側 借主側 

未経過リース料 未経過リース料 未経過リース料 

１年内 18百万円 

１年超 10 

合計 28 

１年内 61百万円

１年超 79 

合計 140 

１年内 26百万円

１年超 11 

合計 38 



（１株当たり情報） 

（注）１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

     該当事項はありません。 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１株当たり純資産額  98,066円45銭

１株当たり中間純利益金額 4,006円10銭

１株当たり純資産額 107,591円34銭

１株当たり中間純利益金額 4,050円81銭

１株当たり純資産額 104,154円49銭

１株当たり当期純利益金額 10,219円90銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり中間純

利益金額については、希薄化効果を有して

いる潜在株式が存在しないため記載してお

りません。 

 当社は、平成16年５月20日付で株式１株

につき２株の株式分割を行っております。 

 なお、当該株式分割が前期首に行われた

と仮定した場合の１株当たり情報について

は、それぞれ以下のとおりとなります。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり中間純

利益金額については、希薄化効果を有して

いる潜在株式が存在しないため記載してお

りません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純

利益金額については、希薄化効果を有して

いる潜在株式が存在しないため記載してお

りません。 

 当社は、平成16年５月20日付で株式１株

につき２株の株式分割を行っております。 

 なお、当該株式分割が前期首に行われた

と仮定した場合の前事業年度における１株

当たり情報については、それぞれ以下のと

おりとなります。 

前中間会計期間 前事業年度 

１株当たり純資産額 １株当たり純資産額 

87,024円13銭 94,457円80銭 

１株当たり中間純利
益金額 

１株当たり当期純利
益金額 

3,509円23銭 10,965円21銭 

潜在株式調整後１株
当たり中間純利益金
額 

潜在株式調整後１株
当たり当期純利益金
額 

3,502円85銭 10,955円18銭 

 １株当たり純資産額 94,457円 80銭

１株当たり当期純利益金額 10,965円 21銭

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額 

10,955円 18銭

 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

中間（当期）純利益（百万円） 2,210 2,234 5,677 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － 39 

（うち利益処分による役員賞与金）            (－)  (－)            (39) 

普通株式に係る中間（当期）純利益（百万円) 2,210 2,234 5,638 

期中平均株式数（株） 551,685 551,688 551,687 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後

１株当たり中間（当期）純利益金額の算定に

含めなかった潜在株式の概要 

新株予約権（平成14年６月27

日定時株主総会決議）（新株

予約権の目的となる株式の数

13,032株）。これらの詳細

は、「第４提出会社の状況、

１株式等の状況、（２）新株

予約権等の状況」に記載のと

おりであります。 

新株予約権（平成14年６月27

日定時株主総会決議）（新株

予約権の目的となる株式の数

12,516株）。これらの詳細

は、「第４提出会社の状況、

１株式等の状況、（２）新株

予約権等の状況」に記載のと

おりであります。 

新株予約権（平成14年６月27

日定時株主総会決議）（新株

予約権の目的となる株式の数

12,732株）。これらの詳細

は、「第４提出会社の状況、

１株式等の状況、（２）新株

予約権等の状況」に記載のと

おりであります。 



(2）【その他】 

 平成17年11月８日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。 

 (1)中間配当による配当金の総額            413百万円 

 (2)１株当たりの金額                   750円00銭 

 (3）支払請求の効力発生日及び支払開始日       平成17年12月12日    

 （注）平成17年９月30日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行いま

す。    



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第18期）（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）平成17年６月24日関東財務局長に提出 

第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書 

   平成16年12月10日 

ネットワンシステムズ株式会社    

 取  締  役  会   御中  

 監査法人トーマツ  

 
指 定  社 員 

業務執行社員 
 公認会計士 勝又 三郎   印 

 
指 定  社 員 

業務執行社員 
 公認会計士 西岡 雅信   印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているネット

ワンシステムズ株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成16年４

月１日から平成16年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中

間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責

任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、ネットワンシステムズ株式会社及び連結子会社の平成16年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了

する中間連結会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関す

る有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出

会社）が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

   平成17年12月12日 

ネットワンシステムズ株式会社    

 取  締  役  会   御中  

 監査法人トーマツ  

 
指 定  社 員 

業務執行社員 
 公認会計士 勝又 三郎   印 

 
指 定  社 員 

業務執行社員 
 公認会計士 西岡 雅信   印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているネット

ワンシステムズ株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成17年４

月１日から平成17年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中

間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責

任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、ネットワンシステムズ株式会社及び連結子会社の平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了

する中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関す

る有用な情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

 中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は、当中間連結会計期間から固定資

産の減損に係る会計基準を適用しているため、当該会計基準により中間連結財務諸表を作成している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出

会社）が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

   平成16年12月10日 

ネットワンシステムズ株式会社    

 取  締  役  会   御中  

 監査法人トーマツ  

 
指 定  社 員 

業務執行社員 
 公認会計士 勝又 三郎   印 

 
指 定  社 員 

業務執行社員 
 公認会計士 西岡 雅信   印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているネット

ワンシステムズ株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第18期事業年度の中間会計期間（平成16年４月

１日から平成16年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査

を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見

を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、ネットワンシステムズ株式会社の平成16年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成16

年４月１日から平成16年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出

会社）が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

   平成17年12月12日 

ネットワンシステムズ株式会社    

 取  締  役  会   御中  

 監査法人トーマツ  

 
指 定  社 員 

業務執行社員 
 公認会計士 勝又 三郎   印 

 
指 定  社 員 

業務執行社員 
 公認会計士 西岡 雅信   印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているネット

ワンシステムズ株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第19期事業年度の中間会計期間（平成17年４月

１日から平成17年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査

を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見

を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、ネットワンシステムズ株式会社の平成17年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成17

年４月１日から平成17年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

 中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は、当中間会計期間から固定資産の減損

に係る会計基準を適用しているため、当該会計基準により中間財務諸表を作成している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出

会社）が別途保管しております。 
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